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第 7 回

１　連結性概念

2010 年，東南アジア諸国連合（ASEAN）は

ASEAN 連結性マスタープラン（MPAC）（The 

ASEAN Secretariat (2010)）を発表した。そ

こで打ち出された連結性（connectivity）とい

う概念は，ASEAN 経済統合の性格をはっきり

と方向付けるものとなった。

MPAC は３つの連結性を提示している。第

１は物的（physical）連結性である。ハードの

インフラがこれに当たる。道路，鉄道，港湾，
空港など輸送インフラが中心となるが，電力送

電網やガス・パイプライン，電気通信などの接

続もここに含め，また連結性を補完する経済特

区等のその他経済インフラも一緒に議論されて

いる。第２は，制度的（institutional）接続性

である。ソフト・インフラと呼ばれるハード・

インフラを補完する諸政策，たとえば貿易自由

化・円滑化，通関の電子化・迅速化，相互承認・

基準認証，サービス・投資の自由化，地域運輸

協定，キャパシティ・ビルディングなどが，
そこに含まれる。第３は，人と人（people-to-

people）の接続性である。観光，教育，文化交

流などがここに置かれている。東アジア・アセ

アン経済研究センター（ERIA）は，アジア開

発銀行（ADB）や世界銀行とともに MPAC の

ドラフト作成に関与しており，この連結性概念

2010 年に ASEAN 連結性マスタープランが打ち出した連結性という概念は，ASEAN の共同体構築を側
面から支え，グローバル・ヴァリュー・チェーンの有効活用を中心に据えた開発戦略を推し進めるものとして，
大きな役割を果たしてきた。特に，ゆっくりとしたヴァリュー・チェーンへの接続（ティア３），足の速い生
産ネットワークへの参加（ティア２）のためのハード・ソフトのインフラ開発については，成果を上げてきた。
今後は，産業集積の形成（ティア１a）やイノヴェーション・ハブの創出（ティア１b）に対するインフラ開
発にも，一定の比重をかけていく必要がある。そこでは，インフラの質とインフラ・プロジェクトの質の双方
が，問われていくことになる。
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は ERIA が提言したものである。

連結性概念は，ASEAN 経済共同体（AEC）

2015 の「単一市場と生産基地」，「競争力のあ

る経済地域」，「公平な経済発展」，「グローバル

経済への統合」という４つの柱に対し，１つの

独立した次元から働きかけるものとなってい

る。物的インフラ開発は，もともとは第２の柱

の下で競争力強化の一分野と位置付けられてい

た。しかし，ハードの輸送インフラが整備され

ても，通関手続きの迅速化やその他貿易円滑

化，輸送サービスの自由化などのソフトが伴わ

なければ，実際のヴァリュー・チェーンは向上

しない。したがって，連結性概念を物的なもの

のみならず制度的なものに拡張し，第 1 の柱の

経済統合を取り込んでいくこととした。また，
連結性の改善が発展の遅れている国・地域の経

済活動を活発化させ，地理的な開発格差の是正

につながると考えるならば，第３の柱も視野に

入ってくる。さらに，ASEAN 域外との連結性

という意味では，第４の柱も含まれる。もう１

段，人と人の連結性も含めて考えれば，AEC

のみならず ASEAN 社会文化共同体（ASCC）

構築等にも関係づけることになる。このよう

に，連結性概念を ASEAN 共同体全体と並行

して置き，有機的に関連させることによって，
ASEAN 共同体構築は開発戦略としての性格を

明確にするに至った。

MPAC に 先 立 ち，ERIA は，ASEAN お よ

び東アジアのインフラ開発に関するアジア総

合開発計画（CADP）（ERIA (2010)）を策定

し，2010 年の東アジアサミットに提出した。

MPAC は，CADP の打ち出したフラグメンテー

ション理論や空間経済学の考え方を取り入れ，
連結性の向上によって地理的な開発格差を是正

するという発想を明確に打ち出している。さら

に，MPAC で例示されたハード・ソフトのプ

ロジェクトも，CADP がリストアップした 695

のプロジェクトを参考としている。

連結性に関しては，手厚いフォローアップ

を行うべく，高級外務官僚が主導する ASEAN

連結性コーディネーション委員会（ACCC）が

組織された。外務省主導ということで現業官庁

からはやや遠いが，政治的には中枢に近いグ

ループによって，MPAC の進捗が継続的にフォ

ローされている。また，毎年，研究者や民間人

を交えた ASEAN 連結性シンポジウムを ERIA

とともに開催している。

２　ティア構造とインフラ整備

ASEAN は，中国など近隣の東アジア諸国

とともに，GVCs の有効利用を中心に据えた開

発戦略を展開してきた。それをインフラ開発

の視点から改めて概念整理したのが，ERIA に

よるアジア総合開発計画（CADP）2.0（ERIA 

(2015)）である。

CADP2.0 が提示した GVCs 有効利用のティ

ア構造については，この連載でもすでに取り上

げた。そこでは，ゆっくりとした GVCs にぶ

ら下がるティア３，足の速い生産ネットワーク

に参加するティア２，外と密接につながりつ

つ産業集積を形成するティア１a，イノヴェー

ション・ハブを創出するティア１b と，GVCs

への関与の度合いによって段階分けがなされて

いた。ハード・ソフトの輸送インフラおよびそ

れを補完するその他経済インフラは，それぞれ

のティアを支えるために不可欠な要素である。

１つの国でも複数のティアに属する経済活動

を同時に有しているわけであるが，国全体の開
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発戦略のボトルネックを解消するために特に注

力して改善すべきティアというものは確かに存

在する。各国の政治経済学の中では，中央と地

方，都市と農村などの間でどのように優先度を

設定してインフラ開発を進めるかという問題が

常に存在する。特に民主主義国ともなると，選

挙における地方票が重要となり，ティア３に比

重を置きすぎたインフラ開発が計画されたりす

る。社会政策的配慮も一定程度必要だが，開発

戦略上の最重要課題となっているティアに十分

な財政的手当てをすることも重要である。

MPAC は，ティア３，ティア２への配慮は

手厚いが，ティア１a，ティア１b への対応は

やや不十分であった。これは特に，ASEAN 諸

国の間の協力を促すという意図で，国境をまた

ぐインフラ・プロジェクトに重点を置いたこと

にもよる。インフラ開発全体のバランスを考え

れば，今後は，より高い発展段階へと踏み出し

ていくためのものとして重要な都市圏開発，産

業集積形成に，もっと比重をかけていくべきで

ある。各国のインフラ開発は，たとえそれが純

粋な国内政策と見える場合にも，ASEAN 全体

としての GVCs への関与の深化につながって

いるとの発想が必要である。

表１は，CADP2.0 が提案したインフラ開発

の指針をティア構造に沿ってまとめたものであ

る。ここでは，連結性という概念だけでは中・

長距離の輸送ばかりに注目が集まってしまうこ

とを考慮し，もっと都市・都市圏開発に手厚い

配慮をすべきとの考えから，連結性のためのイ

ンフラと並んで，イノヴェーションのためのイ

ンフラという概念を導入している。輸送インフ

ラのみならずその他経済インフラを含むインフ

ラ開発全体のバランスとしては，このように概

念枠組みを整理し直した方がよい。CADP2.0
では，CADP に引き続き，アジア経済研究所

と 共 同 で 開 発 し た Geographical Simulation 

Model (GSM) を用いたシミュレーション結果

表１　CADP2.0 が提案する連結性・イノヴェーションのためのインフラ開発

ティア３：
創造的ビジネスのための

地域開発

ティア２：
生産ネットワークへの参加

ティア１a，ティア１ｂ：
産業集積の形成と

イノヴェーション・ハブの
創造

連結性のた
めのインフ
ラストラク
チャー

さまざまな経済活動のための中グ
レードの連結性
－農業・食品加工業，鉱業，労働

集約的製造業，観光など

生産ネットワークに参加するため
の高グレードの連結性
－デュアル・モード（貨物・旅客）

－首都，国境付近，連結性グリッ
ド

－国境効果の軽減
－制度的連結性／貿易円滑化のた

めのソフト・インフラ

産業集積間を結ぶ最高グレードの
連結性
－コンテナヤードを伴うフルス

ケール港湾／通常キャリアと
LCC のための空港

－マルチ・モーダル（貨物・旅客）

－取引費用軽減のための制度的連
結性

イノヴェー
ションのた
めのインフ
ラストラク
チャー

歴史的・文化的・自然的遺産の発
見と開発
－プレミアム観光
－文化研究

中規模産業集積のための都市・都
市圏開発
－産業集積の臨界量達成のための

都市・都市圏開発計画
－経済インフラ・サービス（経済

特区，電力，水供給など）

フルスケールの産業集積と都市ア
メニティのための大都市圏開発
－高速道路網，都市交通（都市旅

客鉄道，地下鉄，空港アクセス）

－大規模経済インフラ・サービス
（工業団地，電力，エネルギー，
水など）

－高度人材の育成・誘引のための
都市アメニティ

出所：ERIA (2015).
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を報告している。そこでは，生産ネットワーク

によってインフラ開発の経済的利益が伝播して

いくこと，また連結性の向上はほとんどのケー

スで地域間の相対的所得格差を若干ながら減少

させることが，示されている。

３　MPAC2025

MPAC の 後 継 で あ る MPAC2025 (The 

ASEAN Secretariat (2016)) の執筆には残念な

がら ERIA は参加できなかった。しかし，都

市・都市圏開発とイノヴェーションをより強調

するという意味では，MPAC2025 は CADP2.0
の基本的発想を取り入れてくれている。このレ

ポートは 2016 年９月にラオス・ヴィエンチャ

ンで開催された第 28 回 ASEAN 首脳会議で採

択された。

MPAC2025 は，ASEAN 共同体と並行して

立つ３つの連結性概念，物的，制度的，人と人

の連結性という枠組みを継承しつつ，次のよ

うな５つの戦略的分野を提示している。第１

は「持続可能なインフラ」である。この部分

は基本的には物的インフラ整備の部分を引き

継いでいるが，官民連携（PPP）を含むインフ

ラ・ファイナンス，プロジェクトの効率的な遂

行，スマート・シティ概念の導入などが，従前

よりも強調されている。第２は「デジタル・イ

ノヴェーション」である。ここでは，零細・中

小企業（MSMEs）の技術・ファイナンスへの

アクセス，データ網構築，データ管理などが挙

げられている。第３は「シームレスなロジス

ティックス」である。サプライ・チェーン全体

のコスト削減，スピード，信頼性の向上のため，
取引ルートやロジスティックスの検証・改善，

問題点の抽出を行うとしている。第 4 は「規制

体制の改善（regulatory excellence）」である。

この部分には，以前からの制度的連結性で挙げ

られていた基準認証，相互認証，貿易に関する

技術的障害（TBT），非関税措置の透明化・評

価などが挙げられている。第 5 は「人の移動」

である。ここでは，旅行の円滑化，職業訓練等

を含む熟練労働の需給ギャップ縮小，域内留学

生の増加などが書き込まれている。

以前の MPAC に比して概念整理が十分でな

い面もあるが，MPAC2025 の５つの戦略的分

野には上記以外にもさまざまなものが盛り込め

るであろう。今後の議論の進展に期待したい。

４　インフラの質

以下では，CADP2.0 でも取り上げているイ

ンフラ開発の「質」の問題について，議論した

い。

このところ，海外進出目覚ましい中国に対抗

する意味もあり，いわゆるインフラ輸出を喚起

する日本政府の動きが活発である。安倍首相等

の外遊に伴ういわゆるトップセールスも，積極

的に行われている。そんな中，「質の高いイン

フラ」を目指すべきとする日本政府のキャン

ペーンも大々的に展開された。

省庁横断的に作成された「「質の高いインフ

ラ投資」事例集」（外務省他（2016））は，日本

あるいは日本政府が何をもって「質」を判断し

ているかがわかり，興味深い。この事例集で

は，完成した「インフラ」の質と，それを計画，
建設，運用する「インフラ・プロジェクト」の

質とが一体のものとして議論されているが，本

来は分けて整理すべきものであろう。前者，イ
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ンフラの質に関しては，日本としてはグレード

の高いインフラに相対的な競争力を有している

のであろうから，できるだけ高度なものを目指

すべきと主張するのは理にかなっている。しか

し，実際にインフラ整備を行う新興国・発展途

上国の立場からすれば，政府財政の逼迫もこれ

あり，なるべく安くインフラ整備を行いたいと

の思惑もある。客観的な立場から政策指針を議

論するのであれば，ティア構造に照らして適切

なグレードのインフラを整備するというのが，
正論であろう。

そこでは，長い時間軸にわたる「ライフ・サ

イクル」を考慮したインフラ整備が求められ

る。図１は，インフラ整備・運用におけるライ

フ・サイクルの考え方を図示したものである。

たとえば，最低の費用で道路整備を行おうとし

てとりあえず片側１車線の道路を建設するなら

ば，当面の費用を節約できるとしても，将来生

じてくる便益も小さくなる。増加する交通量を

さばききれず，早々に拡張が必要となる可能性

もある。それに対し，将来を見据え，当初は高

くついても片側２車線の自動車専用道路を作っ

ておけば，現在割引率で引き直した費用と便益

のバランスを改善できるかも知れない。これが

ライフ・サイクルの考え方である。特に，土地

収用の費用が大きく効いてくるようなインフラ

整備の場合には，整備・拡張のタイミングを適

切に設定することが求められる。

一方，インフラ・プロジェクトは長期にわた

るものであり，将来にわたってさまざまな不確

実性に直面せざるを得ない。まず，プロジェク

ト内でコントロールが可能な不確実性は，でき

るだけ軽減する努力が必要である。その上で，
コントロール不能の不確実性にも対処していか

ねばならない。たとえば，将来の需要拡大がど

の程度のものかわからない都市鉄道建設の場合

には，段階的にプロジェクトを進めながら情報

を集め，不確実性を低下させていく必要があ

る。その意味では，先ほどのライフ・サイクル

の議論とは逆に，オプション取引のように，最

初は小さくプロジェクトを始め，一定程度不確

実性が取り除かれた段階で規模を拡大するかど

うか判断する，といった工夫もありうるだろう。

５　プロジェクトの質

「インフラ・プロジェクト」の質も大事な問

題である。この質の問題は，いくつかの異なる

次元にわたっている。

第１に，フィージビリティ・スタディから詳

細設計，建設，運用，メインテナンスに至るイ

ンフラ・プロジェクト全体にわたる計画を詳細

に作成し，それを大きな遅延なく施行していく

ことが，極めて重要である。出来上がったイン

フラを実際に利用するのは民間の人々である。

たとえば，港湾が予定の期日に完成し運用が始

まるかどうかは，民間企業の投資パターンに大

きな影響を与え，翻ってはその港湾がもたらす

図１　ライフ・サイクル費用構造：例

出所：ERIA (2015).
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便益の大きさにも関わってくる。何ヶ月，何年

というプロジェクトの遅延は，借入金の利子が

かさむことにもつながる。

プロジェクトの遅延をもたらす１つの典型的

な要因は，土地収用の遅れである。中国，ある

いは道路建設の場合のタイのように，土地収用

が比較的スムースに進められる国はむしろ例外

的である。多くの国，特に民主主義が浸透して

いる国では，土地収用は極めて重大な問題とな

りうる。公正で透明，かつ効率的な土地収用の

システムを構築するのは容易なことではない

が，これはプロジェクトを施行する国の政府が

責任感をもって取り組まねば改善できない問題

である。

また，特に発展途上国のプロジェクトでは，
インフラが運用され始めてからのメインテナン

スについて，十分な財政的手当てが行われず，
インフラが劣化してしまうことも，しばしば見

受けられる。メインテナンス費用を政府一般財

源から安定的に供給できないのであれば，たと

えば少額であっても高速道路使用料を徴収し

て，少なくとも維持・補修の費用だけはまかな

うようにするのも，１つのありうる選択である。

第２に，プロジェクトがもたらす正・負の経

済的・社会的効果や外部性への対処も重要であ

る。インフラ・プロジェクトが環境や地域社

会，災害対策などにもたらしうる影響について

は，しっかりとしたアセスメントを行い，また

その結果をオープンにして，地方政府，地域

住民，環境 NGO などさまざまなステークホル

ダーの理解を得ることが求められる。また逆

に，プロジェクトの施行に伴って技術移転や人

的資源開発の促進などの正の効果・外部性が生

み出される可能性があるならば，それらを積極

的にプロジェクトに組み込んでいくべきである。

第３は，大きな問題，いかにしてインフラ・

プロジェクトをファイナンスするかである。多

くの経済インフラは，正の外部性あるいは公共

財という形で，経済的便益を生み出す。それこ

そがインフラ整備の目的と言ってもよいが，一

方で，プロジェクトの施行主体に対しては費用

に比して過小なリターンしか戻ってこないとい

う問題がしばしば生ずる。言い換えれば，全て

のインフラ整備を民間にまかせてしまうと，イ

ンフラ供給は過小になってしまう。それがゆえ

に，多くの経済インフラの供給は，かつては当

然政府部門が担うべきものと考えられてきた。

その後，1980 年代から英米を中心にさまざ

まな公共事業の民営化が始まった。民間でやれ

ることは民間でとのかけ声の下，発電，電気通

信，鉄道などさまざまな公共事業の民営化が

進んだ。これにより，多くの分野のインフラ・

サービス供給の効率性が高まった。一方，民間

に任せるだけでは，経済効果は大きくてもプロ

ジェクトとしての採算性の低いインフラ供給が

遅れてしまうこともわかってきた。そこで登場

したのが官民連携（PPP）である。

ここでは PPP を，インフラ事業において政

府部門と民間部門が事業遂行あるいはファイナ

ンスにつき協働するケース一般を指すものと広

義に定義しておく。図２は，PPP によるイン

フラ供給の重要性を図示したものである。プロ

ジェクト・ベースの採算性の高いものは，民間

100%でやればよい。採算性の極端に低いもの

は，今まで通り政府 100%しかない。問題はそ

れらの中間に当たるものである。この部分は，
政府と民間が，事業遂行，リスク分担，ファイ

ナンスにおいてうまく仕事を切り分け，協働す

ることができれば，政府 100%でやるよりも効

率的にインフラが供給されうる。その期待がか
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かるのが PPP である。ただし，さまざまな不

確実性にも耐える事業設計，不測の事態への迅

速かつ公正な対応，健全な競争の確保といった

条件を揃えるためには，政府・官僚機構の効率

性・安定性や，金融部門を含む経済社会の成熟

が求められる。発展段階が高いほど，またガ

ヴァナンス能力が高いほど，PPP は導入しや

すい。

新興国・発展途上国においても，PPP は一

時，多くのインフラ供給問題を即座に解決でき

るものであるかのようにもてはやされた。しか

し，実際にやろうとすると難しい。単に政府

支出を軽減するためといった動機で PPP を導

入しようとしても，大方はうまくいかない。特

に，新興国・発展途上国における PPP プロジェ

クトの設計・施行に当たっては，外国政府・援

助機関，コンサルタント，金融機関，事業遂行

者などの参画も多くの場合不可欠であり，プロ

ジェクトの構造はさらに複雑になる。結局のと

ころ，現地政府が積極的にプロジェクトを設計

し，一定のリスクを負って民間経済主体のため

の「市場」を創出していくことが必要である。

ASEAN のインフラ開発における PPP 導入

は，ごくゆっくりとしたペースではあるが，着

実に前に進んでいる。国によってかなりのばら

つきはあるが，PPP 施行のための制度作りが

終わり，手本となる先行事例を積み上げていく

段階に入りつつある１）。

しかし，PPP だけでインフラ需要を満たせ

ないことは明らかで，引き続き政府支出による

インフラ整備が必要不可欠である。少なくとも

GDP の５～８%程度のインフラ投資が必要で

あるが，多くの ASEAN 諸国はこの水準を満

たしていない。税収の増加，政府保有資産の取

り扱い，支出の効率性向上など，政府の歳入・

歳出構造の包括的な見直しを行い，政府のフィ

スカル・スペースを拡張することが，喫緊の課

題である。

６　求められる国際ルール

この 10 ～ 15 年，インフラ事業に参画するプ

レーヤーが急速に多様化している。以前は，
OECD（経済協力開発機構）開発援助委員会

（DAC）に属する先進国と国際開発機関による

政府開発援助（ODA）と各国独自の開発予算

をベースにしたインフラ建設が中心であった

が，さまざまな形で民間企業・金融機関が参入

してきた。一方で，中国をはじめとする DAC

に属さない新興国による援助あるいは投資も

大きくなった。新興国のソブリン・ウェルス・

ファンドや国有企業による海外投資・進出も，
盛んに行われるようになってきた。

これまでは，ごくゆるい規律ではあるが，
DAC の ODA に関するルールや OECD による

各種ガイドラインなどが一定の国際ルールの

役割を果たしてきた。しかし，OECD あるい

は DAC に属さない国は，これらの政策規律に

縛られるいわれはない。インフラ開発に関して

図２　官民連携（PPP）プロジェクトの余地

出所：ERIA (2010).
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は，援助・投資する側の国家戦略という側面も

あり，ルールなき競争の世界となってしまって

いる感もある。外国から入ってくるリソースを

利用する側の新興国・発展途上国としては，さ

まざまなプレーヤーが参画してくることに反対

する理由はない。しかし，自国の民間企業や金

融機関もいずれは重要なステークホルダーと

なっていくとすれば，一定の国際ルールの必要

性を認識する場面もやってくるだろう。

今後，新たな国際ルール作りが話題に上って

くるとすれば，そこではマクロとマイクロの政

策規律が問題となってくる。マクロ政策規律と

してはまず，援助あるいは投資について，十分

な情報開示を義務づけることが考えられる。現

在の状況では，たとえば中国による援助や一帯

一路その他のイニシアティヴにより，どのよう

な条件で資金供与・融資が行われているのかに

ついて，情報がほとんど開示されていない。こ

のようなことでは，他の二国間ドナーあるいは

国際機関が別のプロジェクトを持ちかける際に

も，その国はどのような財政上の維持可能性を

有しているのかさえ，よくわからない。これ

は，早急に解決すべき問題である。

マイクロの政策規律としては，インフラ事業

等に内外の政府機関が何らかの形で関与してい

る場合に，どのようにステークホルダー間の競

争条件の平準化を行うかが問題となる。ある事

業主体がどこかの政府から補助金を得ていてそ

れがゆえに他の事業主体よりも競争上有利と

なってしまうとすれば，事業主体間の公平性が

失われるのみならず，経済全体としても非効率

を生み出してしまうことになる。

この問題については，環太平洋パートナー

シップ協定（TPP）の中で取り決められた政府

調達と国有企業等に関する国際ルールが参考に

なる。インフラ・プロジェクトを含む政府調達

に関する無差別原則については，世界貿易機関

（WTO）ではプルリ協定（WTO 加盟国の一部

のみが参加）としての政府調達協定（GPA）

が存在するが，ほとんどの新興国・発展途上国

にはいっさいの政策規律がかかっていない。

TPP は，GPA の枠組みを引き継ぎ，外国業者

の入札参加を含む無差別原則を課すことを意図

している。これにより，新興国・発展途上国と

しては，インフラ・プロジェクトにおける業者

選定の場面などで自国企業優先政策を改めねば

ならなくなるが，一方でそれは，しばしば見ら

れる非効率かつ非公正な官民癒着を除去する

きっかけともなりうる。

同時に TPP は，国有企業等が国内外で財・

サービスを購入または販売する際に，商業的考

慮に従い行動すること，他の締約国の企業に対

して無差別待遇を与えること，国有企業に対し

非商業的な援助を行って他の締約国の利益に悪

影響を与えてはならないこと，国有企業等に関

する情報を提供することなどを，定めている。

多くの例外や適用除外が定められているため，
規定の実効性には疑問符もつく。しかし，ここ

で提示された国際ルールは，インフラ・プロ

ジェクトをめぐる政策規律のベースともなって

いく可能性がある。

もちろん，この問題については，先進国も完

全にクリーンであるわけではない。経済活動に

対する政府の関与については，各国の競争政策

においても扱いはまちまちであり，政策規律の

整理が必要である。あわせて，援助等をめぐる

譲許性（concessionality）についても，改めて

規律を構築し直すことが求められるであろう。

［注］
１）ASEAN 諸国におけるインフラ開発と PPP 導入の現状
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については Zen and Regan (2014a) 参照。また ERIA は、
PPP 導入のためのガイドライン（Zen and Regan (2014b)）
も作成している。
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